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して，現在 2,655 クラブに約 11 万人の会員が所属¹⁾する，児童健全育成分野のボランテ





























国児童福祉主管課長会議 2010 年 2 月 25 日）など，意図的な組織の維持が図られている． 
なお，国庫補助対象の母親クラブ数については，1973（昭和 48）年の国庫補助初年度




































































































































親クラブ国庫補助制度担当者 A 氏（1973 年当時）：2008 年 7 月 4 日実施，②全国母親ク
ラブ連絡協議会初代役員で実践者 B 氏（1975 年当時）：2009 年 12 月 28 日実施，③国庫
補助制度開始期の母親クラブ研究者 C 氏（1975 年当時）：2009 年 9 月 25 日実施の 3 者
とした．本研究において母親クラブを対象とする場合に，1970 年代当時のようすに精通し
たインタビュー対象者が必要であると判断したことから，国庫補助制度化に直接関与した
厚生省担当者 A 氏，その担当者 A 氏と直接接しながら母親クラブ活動をリーダーとして推
進した実践者B氏，その両者に対し客観的に接することができた立場の研究者C氏に対し，
インタビュー対象としての価値を見出したものである．以下，本文中ではそれぞれ「担当
者 A 氏」，「実践者 B 氏」，「研究者 C 氏」と省略して表記する． 












































 担当者 A 氏は，母親クラブの重要な役割として，「子育てに関する知識技術を確かなも
のにするということの普及」，「母親相互の親睦を通して子どもたちも交流し，生身の人間
の関わりの中で社会性がのびていく」こと．そして，母親クラブ組織が，「児童福祉施設等
の機能強化を協力するようにという意図」の 3 つであったと語っている． 































































































































































































1973（昭和 48）年 5 月に発足した（財）東邦生命社会福祉事業団は，母親クラブ国庫






として，第 1 案から第 4 案（最終案）および設立認可申請書にいたるまでの資料（1973
（昭和 48）年 1 月 11 日案，2 月 28 日案，3 月 1 日案，3 月 19 日案，4 月 7 日設立認可
申請書）が存在することがわかった．第 1 案（1 月 11 日案）には見当たらなかった「母親
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（1962 年 7 月 23 日）：事故防止対策が緊急的課題になっているとし，「家庭における安全
育児技術の普及」および「地域組織活動の促進と環境の整備」の必要性と母親クラブの活用
が明記された．④中央児童福祉審議会家庭対策特別部会「家庭対策に関する中間報告」（1963










５）全国母親クラブ連絡協議会（1984）『全母協 10 年のあゆみ』巻末年表より． 
６）この全国調査（植木 2009）は，母親クラブの全国組織である全国地域活動連絡協議会が機
関誌を発送する 1,762 か所の母親クラブを対象としたデータ（2008 年 12 月実施，回収数
824 か所：回収率 46.77％）であるため，現存する総数ではない． 











































The effect about the introduction of public subsidies  




Although the mothers’ club was given official recognition in 1948, the number of local 
clubs did not show much increase until the 1970s.  It increased rapidly from 1973, and they 
came to serve various functions at community.  One of the main reasons for these revived 
activities was the fact that the clubs began to be subsidized by the national government.  This 
paper attempts to clarify the process of this government-led family strengthening and 
community organizing by interviewing related parties and analyzing relevant documents. 
As a result of research, (1) the government used the existent mothers’ clubs to reinforce 
community and family ties, (2) mothers’ club was leading figure of the child care support at the 
same time, has the feature of an active organization for mother education, as a result that it was 
judged that it could achieve family policies, it was established increasingly by public subsidies 
in 1973, and (3) became able to achieve mother education required by the government and the 
penetration of the statue of mother.  Thus, it could explain that the intent of national support 
for child rearing and the method of penetration of the target. 
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